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1は じめ に

我 が 国 は 、 人 口 減 少 、 少 子 高 齢 化 を は じ め とす る社 会 経 済 環 境 の 変 化 に伴 い 、様 々 な社 会 生

活 ・経 済 活 動 上 の 問 題 に直 面 す る こ とが 予 想 さ れ て い る 。 特 に2007年 は い わ ゆ る団 塊 の 世 代 が

企 業 の定 年 退 職 を迎 え る ピ ー ク に 当 た り、 企 業 の 第 一 線 か ら退 くこ とで 世 の 中 にい ろ い ろ の 波 紋

を及 ぼす こ と を指 摘 さ れ て い る こ と は周 知 の とお りで あ る。

新 た な 産 業 や 雇 用 を 産 み 出 す 施 策 と して 、 総 務 省 で は 、2004年12月 に 、2010年 を 目途 に 「い

つ で も、 ど こで も、 何 で も、 誰 で も」 ネ ッ トワ ー ク に つ なが り、情 報 の 自在 な や り と りを行 う こ

との で き るユ ビ キ タ ス ネ ッ トワー ク1)社 会(u-Japan)の 実 現 を 目指 すu-Japan政 策http〃www.soumu.

go/menu_02/ict/ujapan/index2htmlの 取 りま と め を行 っ た 。

従 来 、 情 報 通 信 技 術 は 主 と して企 業 等 で利 用 さ れ 、 一 般 市 民 の利 用 者 は そ の利 便 性 を受 動 的 に

享 受 す る 立 場 で あ る こ とが 多 か った 。 こ れが 企 業 等 の外 側 、 す な わ ち一 般 利 用 者 の生 活 領 域 に ま

で 広 く浸 透 す る こ とが 、 ユ ビキ タス ネ ッ トワ ー ク進 展 の 意 味 す る と こ ろ と考 え る こ とが で き る。

携 帯 電 話 端 末 の 高 機 能 化 、 電 子 タ グ2)の 普 及 、 コ ンテ ン ツ の ブ ロ ー ドバ ン ド3)配 信 、 プ ロ グ4)・

SNS5)(ソ ー シ ャ ル ネ ッ トワ ー キ ン グ サ ー ビ ス)等 の 消 費 者 発 信 型 メ デ ィ ア の 台 頭 等 が そ の 象 徴

で あ る。 こ の よ う にICT6)(InformationandCommunicationTechnology)を 活 用 す る経 済 活 動 を

「ユ ビキ タ ス ・エ コ ノ ミー 」 と呼 ぶ 。

本 稿 で は、 筆 者 らが 参 画 ・主 導 して い る して い る社 会 人教 育 の 二 つ の事 例 を紹 介 す る こ と に よ

り、 退 職 後 の 中 高 年(専 業 主 婦 も含 む)の 「ラ イ フ デ ザ イ ン」(生 活 設 計 、 余 暇 の 活 用 も含 む)

に及 ぼ すICT技 能 の 影 響 に つ い て 、 プ ロ グやSNSを 活 用 して 、 第 二 の 人 生 を 自己 実 現 し よ う と し

て い る現 場 を 、 「生 涯 教 育 」 の観 点 か ら論 じて み た い 。

*ほ んま まさあき 文教大学生活科学研究所客員研究員/NPOCAFE会 員

**や とうご ただお 文教大学教育学部
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22007年 問題 、2012年 問題 、2022年 問題

団塊世代(昭 和22年 ～昭和26年 生 まれの世代、約800万 人)の 大量退職が始 まる2007年 以降、

技術やノウハ ウの継承が途切れて しまう、いわゆる 「2007年問題」が最近叫ばれている。

この他 に2007年 は もうひとつ重要な年 になると思われていることがある。それは、今の とこ

ろ推計ではあるが2007年 以降 日本の人口が減少 し始めるということである。この問題の波及範

囲はさらに大 きい。まずシルバー市場(中 高年向けの市場)の 変化が指摘 されている。 しかしこ

の問題 はさらに細か く見てい く必要がある。

2.1第1ス テージ:2007年 問題

60歳 から64歳 の問。この間彼 らは年金が満

額受給で きない人が多い。健康 にも自信があ

り、働 き続ける意欲 も高い世代で、 この世代

の再就職、再雇用の基盤がで きていない とい

う問題がある。

この傾向は2007年 から2010年 くらいまで続

醗繼灘灘 翫渥
2.2第2ス テ ー ジ:2012年 問題

65歳 以 上 ～75歳 未 満 まで の 問 。 こ の 間 は年

金 も満 額 受 給 に な る が 、 「高 齢 者 前 期 」 に属 し、

囃 讐1響齢禦謡黶 は
ここに突入 し、すっぽ りこれに入 り終えるの

鶴臨 翌飜端臑謬纖 冶
代 に当たる。そ して2015年 を以 って高齢者人

口急増のペースは大 きく平準化に向かう。

2.3第3ス テージ2022年 問題

団塊の世代が75歳 に入 り始めるのが2022年

で、すべ てが75歳 以上の 「後期高齢者」に属

するようになるのは2025年 。

図1日 本の人口構成の変化

国立社会保障人口問題研究所(2002年4月 推計)

約700万 人が該当するとされる。75歳 以上人口の急激 な上昇は2025年 まで続 く。団塊世代の

本格的な 「老い」はここから始まる。この時期 日本の人口は12110万 人 くらいと予測され、ピー

ク時の2006年 の12770万 人から見ると人口は660万 人 くらい減少(約5%減 少)に なっていると

される。
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365歳 は非生産年齢か

人口統計学上、15歳 か ら64歳 までの人口を 「生産年齢人口」 といい、65歳 以上は 「非生産年

齢人口」 として扱っている。厚生労働省の外郭団体である 「シルバー人材センター」7)は、定年

退職者などの高年齢者に、そのライフスタイルに合わせた臨時的 ・短期的な雇用 ・就業機会を提

供 している。ここで想定 している高齢者の主 な仕事は下表の通 りで、これが政府機関がイメージ

している(従 来の)「 お年寄 り向けの仕事」 の実態である。 これまで社会の第一線で活躍 してき

た、高度 な経験や職能を持 った団塊の世代の再雇用先 としては、いささか物足 りない感がある。

大量退職 に合わせて、このセンターの扱 う職種 を見直す必要があろう。特 にICTの 特技 を持つ

人々の活用が重要だ。

シルバ ー人材 セン ター で行 ってい る主 な仕 事

管理分野 公民館管理 駐車場管理 指定管理者制度に基づく施設管理

折衝 ・外交分野 広報などの配布 検針 ・集金

専門技術分野 補習教室講師 翻訳 ・通訳 家庭教師 経理事務 パソコン

技術を必要とする分野 植木剪定 ふすま ・障子張り 大工仕事 ペンキ塗り 和洋裁

事務分野 文書管理事務 毛筆筆耕 宛名書き 受付事務

屋内外の一般作業 公園清掃 樹木消毒 除草 ・草刈り 包装

サ ー ビス分野 家事援助 子育て支援 介護サービス 観光ガイド

4ユ ビキ タス ・エ コノ ミー の台頭

インターネッ トの新た なコミュニケーション

ッール として、プログとSNSが 注 目されている。

プログとSNSに 共通する特質は、専門的な知識

がな くとも個人が容易 に情報発信することがで

き る点 に あ り、 「消 費 者発 信 型 メ デ ィ ア」

(CGM:ConsumerGeneratedMedia)と 呼ばれる。

ウェブ ブラウザやポータルサイ トがインター

ネ ッ ト利用 者数の増加 に貢献 したのに対 して、

プログやSNSは 、閲覧専 門であった多数の利用

者が情報発信者 となることを容易 にし、 インタ
ーネ ットに対する情報供給 の増大 に貢献 してい

る。 この ような情報供給主体のすそ野が広がる

につれて、インターネ ットのデータベース とし

ての価値 を飛躍的に高めているのである。

図2プ ログ ・SNSの 活 用 人口推移

2006年3月 末現在、プログ登録者数は868万 人、SNS登 録者数は716万 人となっている。

世代別、男女別及び所属世帯年収別によるインターネット利用状況(2005年 末)に ついて見

261



ると、利用格差は、それぞれ2004年 末 より縮小 したものの、60歳 以上の世代 と他の世代 との格

差は依然顕著で、50代(75.3%)と60代 前半(55.2%)を 比べてみても、約20ポ イン トの差が

生 じている。

この統計か らは、50歳 以上はインターネ ットに弱いいわゆるデジタルデバ イ ド弱者であるよ

うに見えるが、実際にはパソコン教室に通 うなどしてインターネット社会を享受 しているお年寄

りも沢山い らっしゃるし、今後、10年20年 後 にはインターネットを駆使できる中高年が増大す

ることはこのグラフからも読み取れる。

図3世 代別 イ ンタ ーネ ッ ト活用 率

5SNSを 活用 した中高年のネ ットワーク創 りの事例

ここで紹介するのはケーブルテレビ8)局(CATV局)、J:COMさ いたまの高齢者向けSNS教

室の事例で、筆者(本 間)もJ:COMが 運営 しているのインターネット利用者で、同じ利用者の

立場で、SNSの 活用法をパ ソコン教室のスタイルで高齢者にお教 えするというスキームでお手伝

いしている。

J:COMさ いたま局が全国のJ:COM網 に先駆けて実験を行 っているもので、午前の部、午後の

部9名 ずつ、実際にインターネットに接続 されたPCに 、ご自身のアカウントでログインしつつ、

SNSの 活用方法 を学ぶ というものである。

50歳 以上限定 と銘打 って、募集をかけたところ、定員の約三倍の応募 と、J:COMさ いたま

局以外の、西東京などの他局の応募者 もあった という人気の講座である。男性13名 、女性5名 、

平均年齢64歳 、最高齢は89歳 の男性で、この方は放送大学の学生でもあるという、元気な方々

が集まった。

インターネットを通 してのバーチャルなコミュニテ ィであるSNSで はあるが、元気なお年寄

り達に若手のスタッフが圧倒 されるような熱気あふれる勉強会が繰 り広げられた。

この勉強会はCATV局 が映像 コンテンツと、SNSと いう双方向性の情報連絡手段の活用 ・利用

として、総務省の外郭財団である(財)マ ルチメディア振興セ ンターhttp!1www.fmmc.or.jpの 研

究テーマ 「ユ ビキタス社会の問題を解決するためのICT活 用研究会」で も注 目され、筆者(本 間)

はこのこの研究会の第二期の研究メンバーに加わる事 とな り、平成19年10月 の研究結果発表に
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図4CATV局 が推 進 す るイ ンタ ーネ ッ トSNS研 修 のス キー ム

図5イ ン ターネ ッ ト研修 の模 様

向 け て 活 動 を 行 っ てい る。

図6SNS教 室終了式

6企 業研究者の 「2007年問題」と経済産業省 「インテ1/ク チュアルカフェ」構想

いわゆる 「2007年問題」について、研究開発部門を持つ企業の半数以上が危機感 を持ってい

ることが、文部科学省が公表 した 「民間企業の研究活動に関する調査」によって推察 される。

企業が2007年 問題に危機感を抱 く理由としては

263



〈1>技 術やノウハ ウの継承に時間がかかる

〈2>意 欲ある若年、中堅層の確保が難 しい

<3>年 代間の レベルの差が開きす ぎている などが挙げられている。

その対策 としては若手の教育の充実や、必要な人材の雇用延長などが指摘されている。

6.1NPO活 動による社会人教育

筆者 らは団塊の世代 の末弟 とし昭和27年 に生まれ、物のない少年期 に廃物 を利用 した木工、

ブリキ板細工などの物づ くりを経験 した。筆者(本 間)は 昭和40年 代 に政府及び産業界 からの

要求で次々に創設された大学の工学部を卒業 し、高度経済成長期に熟練 した技術 ・技能者の元で

鍛えられて きた。そ して伝統的な物づ くりの技術 と技能 を生か して日本の復興 と繁栄に貢献 して

きたが、バブル期を境に日本の技術者は冷遇 され、海外での技術移転に生活の糧 を見出さざるを

得ない状況に追い込まれている。
一方、日本国内では産業の空洞化が進み、物づ くりを知らない中堅技術者が物づ くりの主役を

務めるようになったため、画期的な新製品を生みだす こともできず、初歩的なミスを続発 させて

いる現状を嘆いている。一方、若手技術者はバブル期 に大量採用 された、物づ くりの本質を知 ら

ない中堅技術者の下で充分な技術 ・経験を伝承 されることもな く、物づ くりの指導を受け られな

い状況におかれている。

こうした状況の下、時間的余裕があり、優秀で経験豊富な高齢技術者に活躍の場を提供 し、中

堅及び若手技術者が抱 える技術問題 の解決を支援すると共に、教育啓蒙活動 を通 して日本の技術

力 の向上 と産業の活性化 を図るため、特定非営利活動法人CAFE(ComputerAidedForumby

SeniorEngineer、 呼称カフェ)を 設立 した。本会 は、単なる機械やソフトウェアの操作ではでき

ないような技術分野で長年の実務経験を有 し、現在でも十分に第一戦で活躍で きる人々を中心 に

構成されている。とくに、現在 は、公的な資格制度がなく、適用に当たっては豊富な経験 を必要

とするCAD、CAM、CAEな どのコンピュータ利用分野に重点 を置いている。

この活動 の中で、筆者(本 間)は 、機械や構造物の破壊力学や疲労寿命設計に焦点を合わせた

「ものづ くりの松下村塾 実践的構造設計講座」 と称する社会人技術者教育活動 をこの数年継続

してきた。
一方、技術部門での技術継承の断絶を懸念 した経済産業省 は 「インテレクチュアルカフェ」構

想を発表した。これは、研究機関や企業の研究者 ・技術者が、外部の経営者や消費者 ・ユーザー

らと 幅広 く交流 し、新たな付加価値 を生み出す環境 を整えることを目指 し、経済産業省 は平成

19年 度か ら知的交流の支援事業 を始めることを決めた。

各種の勉強会や 異業種交流会 といった 「知のサロン」 をリス トアップ して一般に公開 し、交

流 による 成功事例集 も作成する。経産省は平成18年6月 にまとめた新経済成長戦略で、人口減

少時代に経済成長を維持 するには技術革新による生産性向上が重要 と指摘 してお り、研究者 ・

技術者の知見や技能 を底上げし、日本の産業競争力 を向上 させ る方針を掲げた。

新事業は 「インテレクチュアルカフェ」 と名付 け、研究者らが参加する全国各地の 交流会な

どの名称、 目的、活動内容、参加の可否 などを調査 した。 これ らをデータ ベース化 し、インタ

ーネット上に公 開する。交流が新たな研究や商品化 に結び ついた具体例 も集めて印刷物やネッ

トで公開す ることとしている。この構想のモデル事業 として、著者(本 間)が 主催す る若手技術
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図7も のづくり松下村塾 「実践的構造設計講座」のスキーム

者向けNPO活 動 「ものづ くり松下村塾 実践的構造設計講座」が採択されている。

6.2中 高年世代の生涯教育としてのICT

我が国の次世代 を担 う子供たちが、早い段階からICTに 慣れ親 しみ、情報活用能力 を向上 させ、

新 しい知的価値、文化的価値 を創造で きる21世 紀型の社会 を構築することは重要である。その

ためにはまず、ICTを 効果的に活用できる環境 を整備することが必要であり、総務省では、校内

LAN等 の環境整備の促進に取 り組んでいる。

それに比較 して、インターネット、携帯電話等のICTメ ディアに関心 を寄せる中高年を対象 と

した、パ ソコン教室や、インターネットを学ぶ機会は十分 とはいえない。地方公共団体や、民間

のパ ソコン教室 もそのターゲットは青少年や、若手社会人向けのものが多い。

中高年や これから退職 を迎える団塊の世代のICT教 育 も充実する必要があ り、これらの状況 を

踏まえ、今後のICTメ ディアの健全な利用の促進 を図るため、「ユ ビキタスネット時代における

新たなICTメ ディアリテラシー育成手法の調査 ・開発」が推進 されることを期待 し社会人教育活

動を展開 している。

結語

・2007年 問題か ら派生する主に技術継承の現状の問題点 を報告 した。
・熟年層 ・高齢者層の社会貢献の可能性 に言及 した。
・年金問題の解決 ・医療費の削減に向けて、「シニア ・エルダー層」が生 き甲斐 を持って人生

設計(LifeDesign)を で きるには、「教え ・教えられ」の 「共育」の場が重要である。

・社会人教育 ・生涯教育の場の提供者 としての大学などの高等教育機関との連携 と整備が必要

である。
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・溌 剌 と人 生 を愉 し んで い る 「シニ ア ・エ ル ダ ー層 」 の イ ン タ ビュ ー 調 査 。

・どん な こ とが 学 び たい か 、 どん な こ と を教 え られ る か の 実 態 調 査 。

・ICT(InformationandCommunicationTechnology)の 普 及 の 現 状 と、 そ の 活 用 事 例 の 調 査 。

・大 学 や 行 政 機 関 が 開 催 して い る社 会 人 教 育 ・生 涯 教 育 の 内 容 と費 用 対 効 果 の調 査 。

・ICTを 活 用 で きな い 方 々へ の対 応 策 。
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注

1)ユ ビキ タス とは、 ラテ ン語 の"ubique=あ らゆる と ころで"と い う形 容詞 を基 に した 、「(神の ご と く)

遍在 す る」 とい う意 味 で使 わ れて い る英語 で 、ユ ビキ タス ・コ ンピュ ーテ ィン グ とはユ ーザ ー に とっ

て 目に見 え る形 で コン ピュー タの筐体 が 存在 せず 、 「人 間の生 活環境 の中 に コン ピュー タチ ップ とネ ッ

トワー クが 組 み込 まれ 、ユ ー ザ ーは その場 所 や存 在 を意 識す る ことな く利用 で きる コ ンピュ ー テ ィ ン

グ環境 」 を い う。

2)電 子 タ グ とは、ICチ ップ とア ンテナ で構 成 され、 無線 な どを用 い て、 リー ダ/ライ タに接 触す る こ と

な く、ICチ ップ に格納 されたID等 の デー タの読 み取 り、書 き込 み を行 うタ グであ る。ICタ グ、 無線 タ

グ、RFID(RadioFrequencyIdentification)と も呼 ばれ てい る

3)ブ ロー ドバ ン ドとは広帯 域。 ナ ローバ ン ドの対 義語 。現 在 は高速 なイ ンター ネ ッ ト接 続 の意 味 で使 わ

れ る こ とが多 い。ADsL、cATv、FrTHな ど。 おお む ね1Mbps以 上 の速度 を持 つ 回線 を指す 。

4)プ ロ グ とは、個 人 や数人 の グル ー プで 運営 され 日々更新 され る 日記 的 なウ ェブサ イ トの こ とで 、 内容

は、個 入の 趣味 、雑 記等 を含 め多種 多様 な もの とな ってい る。 プロ グが普 及 した要 因 と して は、[1]テ

キ ス ト入 力 で簡 単 に 自分 のホ ーム ペ ージ を作 る こ とが で きる こ と、[2]無料 で利 用 で きるサ ー ビスが 用

意 され てい る こ と、[3]携 帯 電話 か ら も更新 や 閲覧 が で きる こ と、[4]ト ラ ックバ ック、RSS配 信 機 能5

等 コ ミュニ ケー シ ョンを活 性化 す る ツールが あ る こ と、等 が挙 げ られ る。

5)SNS(SocialNetworkingService)は 、友 人知 人等 の社会 的 ネ ッ トワー クを オ ンライ ンで提供 す るこ と

を 目的 とす る コ ミュ ニ テ ィ型 の イ ン タ ー ネ ッ トサ ー ビス で あ る。2003年3月 に米 国 で 開始 され た

Friendsterが 世 界 で 初 め て のSNSと 言 わ れ てお り、 日本 で は2004年 にGREE、mixi等 が 開始 され た 。

SNSの 特 徴 と して は[1]会 員制 、[2]登 録 者 の非 匿名性 、[3]各 種 コ ミュニ ケ ー シ ョンツー ル の充実 、 の3

点 が あ る。SNSで は、信頼 性 を確 保 す るた め、既 存 利用 者 か らの 紹介 が ない と登 録 で きな い仕 組 み を

採用 して い る こ とが多 い。 この た め、 ク ローズ ドな コ ミュニ テ ィ と して 、会 員 間 に高 い信頼 性 が保 た

れ て い る。 また 、実 名 を公表 す る人 も多 く、掲 示板 等 で散 見 され る誹 謗 中傷 等 の行為 はあ ま り見 られ

ない。 なお 、多 くのSNSで は、 プロ グ等 の ッー ルが利 用 可能 となっ てお り、SNSは 「会員 制 の プロ グ」

と呼 ばれ る こと もある。

6)ICT(lnformationandCommunicationTechnology)。ICTと は 、情報 ・通信 に関連 す る技 術 一般 の総 称 で

あ る。 従 来 頻繁 に用 い られて きた 「IT」 とほぼ 同様 の 意味 で用 い られ る もの で 、 「IT(lnformation

Technology)」 に替 わ る表現 と して 日本 で も定着 しつ つ あ る。

ICTは 、 多 くの場 合 「情 報通信 技 術」 と和 訳 され る。ITの 「情 報」 に加 えて 「コ ミュ ニケ ー シ ョン」

(共同)性 が具 体 的 に表現 されて い る点 に特 徴 が あ る。ICTと は 、 ネ ッ トワ ー ク通信 に よる情 報 ・知 識
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の共有 が念 頭 に置か れ た表 現 であ る とい える。

7)(社)全 国 シルバ ー人材 セ ンター事 業協 会:http:〃www.zsjc.or.jp/rhx/index.jsp

8)ケ ーブル テ レビは、当初 、 自然地 形 や ビル陰 な どに よる地上 テ レビジ ョン放送 の難 視聴対 策 と して始

ま ったが 、都 市型 ケー ブル テ レ ビを中心 と して、 自主 放送番 組 の提 供 や衛 星放 送番 組 の再 送信 な ど多

チ ャンネ ル化が進 展 した。2005年 度 末 におい て 自主放 送 を行 う許可施 設 の加入 数 は約1,913万 世帯 、世

帯 普及 率 は約38.0%と 順調 な発展 を遂 げてい る。

ケ ー ブル テ レ ビの施 設 は、 放送 の み な らず 、 イ ン ター ネ ッ ト接 続 サ ー ビス 、IP電 話等 の通 信 サ ー ビ

ス の提 供 に も活 用 され てお り、 ケ ー ブル テ レビは通 信 及 び放 送 サ ー ビス を総合 した 「フル サ ー ビス」

を提供 す る地 域 の総合 的情 報 通信 基盤 に成長 して い る。 ケー ブル テ レ ビ網 を利 用 した イ ン ター ネ ッ ト

接 続 サ ー ビス は、2006年3月 時点 で377社 が 提供 し、 契約 数 は330.9万 件(対 前年 同期比11.8%増)と

な ってい る。 また、 ブ ロー ドバ ン ド化 等 に対 応 す るた め、 ケ ーブ ル テ レビ網 の幹線 にお ける光 化 及 び

伝 送容量 の広 帯域 化 が進展 してい る。
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